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序 章：計画の目的など 

１．市営住宅ストック総合活用計画策定（改定）の背景と目的 

（１）見直しの背景 

本市では住宅に困窮する低額所得者などの居住の安定を確保するため、昭和 30 年代より市営住宅の建

設を行っており、現在 20団地、94棟、5,871 戸（令和７年（2025）年3月31日現在）の住宅を管理

しています。そのうち、昭和50年代から昭和60年代前半に建設したものを中心に、約４割が築35年以上を

経過しており、建物の劣化、設備の老朽化が進んでいます。 

このような状況に対し本市では、市営住宅ストックの計画的な建替え、改善などを実施するため、平成 28

（2016）年度に改定された「公営住宅等長寿命化計画策定指針」に基づき、令和 2 年度に「那覇市市営

住宅ストック総合活用計画〈那覇市市営住宅等長寿命化計画〉（2020～2029 年度）（以下、令和 2

年度ストック計画）」を策定し、同計画に基づき4団地の建替事業を含む、市営住宅ストックの適正管理及び

修繕などを進めています。 

令和 2 年度ストック計画策定後、国においては、令和３（2021）年度に住生活基本計画（全国計画）

が改定され、本格的な人口減少・少子高齢化社会が到来する中で、子育て世帯数の減少・高齢者世帯数

の増加や気候変動問題、自然災害の頻発・激甚化などといった課題に対応するための住宅政策が示されまし

た。令和６（2024）年度には、本市の住宅事情における課題に対応するため、住宅政策全般を対象とする

「那覇市住生活基本計画（2025～2034）」を改定し、住宅政策を進めています。 

 

 

（２）策定の目的 

那覇市市営住宅ストック総合活用計画〈那覇市営住宅等長寿命化計画〉（以下、「本計画」）は、前

述の背景を受け、本市の実情を踏まえた市営住宅ストック活用の理念と目標設定を行い、住宅セーフティネッ

トの中核を担う市営住宅について、計画期間内におけるストックの有効活用の方針と円滑な事業推進に向け

た事業手法、事業スケジュール、さらには適正な管理運用のあり方などを定めるため策定するものです。 
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⑦ 高齢者などへの対応 

車いすや高齢者世帯向け住宅は 20 団地中 10 団地で整備しており、その内訳は、車いす世帯向け住宅

が 75戸、高齢者世帯向け住宅が 99戸となっています 

また、エレベーターは 20団地中 18団地に設置されており、台数は 80 台設置されています。 

 

■車いす・高齢者世帯向け住宅                  ■エレベーターの設置状況 

市営住宅名 
車いす世帯向け 

住宅 

高齢者世帯向け 

住宅 
 市営住宅名 設置台数 

石 嶺 ― 30 戸  石 嶺 12 台 

汀 良 6 戸 ―  宇 栄 原 10 台 

小 禄 10 戸 ―  大 名 6 台 

壺 川 東 2 戸 ―  真 地(新) 3 台 

安 謝 ― 39 戸  若 狭 3 台 

末 吉 8 戸 ―  安 謝 第 一 2 台 

新都心銘苅 14 戸 ―  銘 苅 2 台 

繁 多 川 18 戸 ―  壺 川 6 台 

久 場 川 14 戸 30 戸  汀 良 2 台 

識 名 3 戸 ―  小 禄 10 台 

合 計 75 戸 99 戸  壺 川 東 3 台 

※1 令和７年３月末現在      出典 市営住宅課資料 

※2 高齢者向け住宅はシルバーハウジング 
     辻 １台 

 安 謝 3 台 

 新都心銘苅 2 台 

    繁 多 川 2 台 

    久 場 川 9 台 

    識 名 1 台 

    樋 川 3 台 

    合 計 80 台 

※令和７年３月末現在 

出典 市営住宅課資料 

 

⑧ 多子世帯への対応 

一般住戸のうち３LDK などを多子世帯優先住宅として、令和 5（2023）年度までに 321戸供給してい

ます。 

 

■多子世帯優先住宅の供給 

 ～令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

募集戸数 13 戸 87 戸 13 戸 24 戸 22 戸 

累  計 175 戸 262 戸 275 戸 299 戸 321 戸 

※令和６年３月末現在                                             出典 市営住宅課資料 
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（４）入居世帯の現状 

① 団地別入居世帯の年齢構成 

市営住宅の入居世帯は、１人世帯の割合が最も高く、全体の 43.1 を占めています。次いで２人世帯

（33.7％）、３人世帯（11.8％）と世帯人員が多くなるほど割合が低くなっています。 

入居者の年齢構成をみると、全団地の平均では「0～19 歳」が 16.5％、「20～59 歳」が 31.8％、「60

歳以上」が 51.7％となっています。本市の平均と比べ「0～19 歳」と「20～59 歳」の割合が低く、「60 歳以

上」の割合が高い状況となっています。 

団地別で全入居者数のうち「60 歳以上」の割合をみると、辻市営住宅が 8 割を超え最も高くなっており、

銘苅、壺川、安謝、識名市営住宅で 6割を超えています。逆に、「0～19歳」の割合は、樋川市営住宅が 6

割を超え最も高くなっており、末吉、新都市銘苅、繁多川市営住宅では、「0～19歳」の割合が2割を超えて

います。 

全団地の世帯総数をみると、世帯の中に「60歳以上の入居者がいる世帯」が78.1％となっています。内訳

をみると、「単身世帯」が 48.8％、「夫婦世帯」については 18.4％となっており、特に辻、安謝市営住宅では、

「単身世帯」の割合が 7割を超え、他の市営住宅に比べて高い状況にあります。 

「18 歳未満」の同居者がいる世帯の割合をみると、1４団地で 1 割～２割程度となっており、市営住宅全

体では約 13.7％となっています。団地別にみると、多子世帯向け団地である樋川市営住宅が 97.1％と最も

割合が高く、次いで繁多川市営住宅（24.3％）、末吉市営住宅（22.2％）となっています。 

 

■団地別世帯人員数の割合 

No. 
市営 

住宅名 

入居 

世帯数 

(世帯) 

世帯人員別世帯数（世帯） 世帯人員別割合（％） 

1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 
7 人 

以上 
1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 

7 人

以上 

１ 石 嶺 840 376 280 94 47 30 8 5 44.8 33.3 11.2 5.6 3.6 1.0 0.6 

２ 宇 栄 原 745 353 246 77 32 23 8 6 47.4 33.0 10.3 4.3 3.1 1.1 0.8 

３ 大 名 509 210 176 70 32 12 5 4 41.3 34.6 13.8 6.3 2.4 1.0 0.8 

４ 真 地 265 80 102 50 18 11 0 4 30.2 38.5 18.9 6.8 4.2 0.0 1.5 

５ 若 狭 177 86 52 16 8 11 4 0 48.6 29.4 9.0 4.5 6.2 2.3 0.0 

６ 安 謝 第 一 115 42 40 17 10 3 1 2 36.5 34.8 14.8 8.7 2.6 0.9 1.7 

７ 銘 苅 146 61 63 16 3 3 0 0 41.8 43.2 11.0 2.1 2.1 0.0 0.0 

８ 壺 川 392 209 133 33 10 2 5 0 53.3 33.9 8.4 2.6 0.5 1.3 0.0 

９ 汀 良 137 50 50 18 13 5 1 0 36.5 36.5 13.1 9.5 3.6 0.7 0.0 

10 小 禄 633 220 245 89 30 24 17 8 34.8 38.7 14.1 4.7 3.8 2.7 1.3 

11 壺 川 東 178 95 54 11 14 4 0 0 53.4 30.3 6.2 7.9 2.2 0.0 0.0 

12 石 嶺 第 二 27 12 9 2 3 1 0 0 44.4 33.3 7.4 11.1 3.7 0.0 0.0 

13 辻 43 29 14 0 0 0 0 0 67.4 32.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

14 安 謝 139 96 23 13 3 3 0 1 69.1 16.5 9.4 2.2 2.2 0.0 0.7 

15 末 吉 72 28 20 12 6 4 2 0 38.9 27.8 16.7 8.3 5.6 2.8 0.0 

16 新都心銘苅 134 51 37 21 14 6 3 2 38.1 27.6 15.7 10.4 4.5 2.2 1.5 

17 繁 多 川 173 46 67 30 15 9 2 4 26.6 38.7 17.3 8.7 5.2 1.2 2.3 

18 久 場 川 469 210 166 53 21 10 4 5 44.8 35.4 11.3 4.5 2.1 0.9 1.1 

19 識 名 83 50 24 6 1 1 1 0 60.2 28.9 7.2 1.2 1.2 1.2 0.0 

20 樋 川 70 0 1 4 18 23 16 8 0.0 1.4 5.7 25.7 32.9 22.9 11.4 

合 計 5,347 2,304 1,802 632 298 185 77 49 43.1 33.7 11.8 5.6 3.5 1.4 0.9 

※令和６年３月末日現在                                           出典：市営住宅課資料 
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■団地別入居世帯の年齢構成 

No 市営住宅名 
入居者数

（人） 

年齢構成 

0～19 歳 20～59 歳 60 歳以上 

人数(人) 構成比(％) 人数(人) 構成比(％) 人数(人) 構成比(％) 

1 石 嶺 1,636 272 16.6％ 495 30.3％ 869 53.1％ 

2 宇 栄 原 1,405 238 16.9％ 420 29.9％ 747 53.2％ 

3 大 名 1,015 150 14.8％ 331 32.6％ 534 52.6％ 

4 真 地 590 73 12.4％ 204 34.6％ 313 53.1％ 

5 若 狭 350 56 16.0％ 120 34.3％ 174 49.7％ 

6 安 謝 第 一 242 29 12.0％ 74 30.6％ 139 57.4％ 

7 銘 苅 262 19 7.3％ 79 30.2％ 164 62.6％ 

8 壺 川 657 49 7.5％ 180 27.4％ 428 65.1％ 

9 汀 良 282 38 13.5％ 95 33.7％ 149 52.8％ 

10 小 禄 1,367 223 16.3％ 453 33.1％ 691 50.6％ 

11 壺 川 東 326 34 10.4％ 107 32.8％ 185 56.8％ 

12 石 嶺 第 二 53 7 13.2％ 17 32.1％ 29 54.7％ 

13 辻 57 1 1.8％ 9 15.8％ 47 82.5％ 

14 安 謝 215 26 12.1％ 56 26.1％ 133 61.9％ 

15 末 吉 159 35 22.0％ 60 37.7％ 64 40.3％ 

16 新都心銘苅 307 62 20.2％ 130 42.4％ 115 37.5％ 

17 繁 多 川 415 104 25.1％ 157 37.8％ 154 37.1％ 

18 久 場 川 892 111 12.4％ 269 30.2％ 512 57.4％ 

19 識 名 127 10 7.9％ 35 27.6％ 82 64.6％ 

20 樋 川 351 230 65.5％ 117 33.3％ 4 1.1％ 

  市営住宅合計 10,708 1,767 16.5％ 3,408 31.8％ 5,533 51.7％ 

  那覇市平均 315,539 60,793 19.3％ 158,513 50.2％ 96,233 30.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和６年３月末日現在                                           出典：市営住宅課資料 

  

272 (16.6%)

238 (16.9%)

150 (14.8%)

73 (12.4%)

56 (16.0%)

29 (12.0%)

19 (7.3%)

49 (7.5%)

38 (13.5%)

223 (16.3%)

34 (10.4%)

7 (13.2%)

1 (1.8%)
26 (12.1%)

35 (22.0%)

62 (20.2%)

104 (25.1%)

111 (12.4%)

10 (7.9%)

230 (65.5%)

1,767 (16.5%)

60,793 (19.3%)

495 (30.3%)

420 (29.9%)

331 (32.6%)

204 (34.6%)

120 (34.3%)

74 (30.6%)

79 (30.2%)

180 (27.4%)

95 (33.7%)

453 (33.1%)

107 (32.8%)

17 (32.1%)

9 (15.8%)

56 (26.1%)

60 (37.7%)

130 (42.4%)

157 (37.8%)

269 (30.2%)

35 (27.6%)

117 (33.3%)

3,408 (31.8%)

158,513 (50.2%)

869 (53.1%)

747 (53.2%)

534 (52.6%)

313 (53.1%)

174 (49.7%)

139 (57.4%)

164 (62.6%)

428 (65.1%)

149 (52.8%)

691 (50.6%)

185 (56.8%)

29 (54.7%)

47 (82.5%)

133 (61.9%)

64 (40.3%)

115 (37.5%)

154 (37.1%)

512 (57.4%)

82 (64.6%)

4 (1.1%)

5,533 (51.7%)

96,233 (30.5%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

石嶺

宇栄原

大名

真地

若狭

安謝第一

銘苅

壺川

汀良

小禄

壺川東

石嶺第二

辻

安謝

末吉

新都心銘苅

繁多川

久場川

識名

樋川

市営住宅合計

那覇市平均

0～19歳 20～59歳 60歳以上



 

20 

■60 歳以上の入居者がいる世帯（団地別） 

No. 市営住宅名 世帯総数 

60 歳位以上の入居

者がいない世帯 

60 歳以上の入居者がいる世帯 

  単身 夫婦 その他 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 

１ 石 嶺 840 世帯 187 世帯 22.3％ 653 世帯 77.7％ 331 世帯 50.7％ 131 世帯 20.1％ 191 世帯 29.3％ 

２ 宇 栄 原 745 世帯 165 世帯 22.1％ 580 世帯 77.9％ 310 世帯 53.5％ 98 世帯 16.9％ 172 世帯 29.7％ 

３ 大 名 509 世帯 119 世帯 23.4％ 390 世帯 76.6％ 179 世帯 45.9％ 79 世帯 20.3％ 132 世帯 33.9％ 

４ 真 地 265 世帯 50 世帯 18.9％ 215 世帯 81.1％ 71 世帯 33.0％ 51 世帯 23.7％ 93 世帯 43.3％ 

５ 若 狭 177 世帯 34 世帯 19.2％ 143 世帯 80.8％ 77 世帯 53.9％ 13 世帯 9.1％ 53 世帯 37.1％ 

６ 安 謝 第 一 115 世帯 15 世帯 13.0％ 100 世帯 87.0％ 38 世帯 38.0％ 20 世帯 20.0％ 42 世帯 42.0％ 

７ 銘 苅 146 世帯 22 世帯 15.1％ 124 世帯 84.9％ 55 世帯 44.4％ 25 世帯 20.2％ 44 世帯 35.5％ 

８ 壺 川 392 世帯 60 世帯 15.3％ 332 世帯 84.7％ 177 世帯 53.3％ 48 世帯 14.5％ 107 世帯 32.2％ 

９ 汀 良 137 世帯 25 世帯 18.2％ 112 世帯 81.8％ 46 世帯 41.1％ 19 世帯 17.0％ 47 世帯 42.0％ 

10 小 禄 633 世帯 130 世帯 20.5％ 503 世帯 79.5％ 195 世帯 38.8％ 115 世帯 22.9％ 193 世帯 38.4％ 

11 壺 川 東 178 世帯 27 世帯 15.2％ 151 世帯 84.8％ 92 世帯 60.9％ 17 世帯 11.3％ 42 世帯 27.8％ 

12 石 嶺 第 二 27 世帯 6 世帯 22.2％ 21 世帯 77.8％ 10 世帯 47.6％ 3 世帯 14.3％ 8 世帯 38.1％ 

13 辻 43 世帯 3 世帯 7.0％ 40 世帯 93.0％ 29 世帯 72.5％ 6 世帯 15.0％ 5 世帯 12.5％ 

14 安 謝 139 世帯 24 世帯 17.3％ 115 世帯 82.7％ 89 世帯 77.4％ 7 世帯 6.1％ 19 世帯 16.5％ 

15 末 吉 72 世帯 23 世帯 31.9％ 49 世帯 68.1％ 26 世帯 53.1％ 10 世帯 20.4％ 13 世帯 26.5％ 

16 新都心銘苅 134 世帯 46 世帯 34.3％ 88 世帯 65.7％ 43 世帯 48.9％ 12 世帯 13.6％ 33 世帯 37.5％ 

17 繁 多 川 173 世帯 64 世帯 37.0％ 109 世帯 63.0％ 41 世帯 37.6％ 25 世帯 22.9％ 43 世帯 39.5％ 

18 久 場 川 469 世帯 90 世帯 19.2％ 379 世帯 80.8％ 184 世帯 48.6％ 79 世帯 20.8％ 116 世帯 30.6％ 

19 識 名 83 世帯 13 世帯 15.7％ 70 世帯 84.3％ 45 世帯 64.3％ 9 世帯 12.9％ 16 世帯 22.9％ 

20 樋 川 70 世帯 66 世帯 94.3％ 4 世帯 5.7％ 0 世帯 0.0％ 0 世帯 0.0％ 4 世帯 100.0％ 

市営住宅合計 5,347 世帯 1,169 世帯 21.9％ 4,178 世帯 78.1％ 2,038 世帯 48.8％ 767 世帯 18.4％ 1,373 世帯 32.9％ 

※令和６年３月末日現在                                           出典：市営住宅課資料 

■1８歳未満の同居者がいる世帯（団地別） 

No

. 
市営住宅名 

世帯総数 

（世帯） 

18 歳未満の同居者がいる世帯の内訳 

総数 18 歳未満の同居者の人数別世帯数（世帯） 

世帯数 構成比 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人以上 

1 石 嶺 840 世帯 121 世帯 14.4  55 37 20 5 3 1 0 

2 宇 栄 原 745 世帯 106 世帯 14.2  51 24 19 6 4 2 0 

3 大 名 509 世帯 64 世帯 12.6  23 27 6 6 1 1 0 

4 真 地 265 世帯 30 世帯 11.3  13 12 3 0 1 0 1 

5 若 狭 177 世帯 24 世帯 13.6  13 5 5 1 0 0 0 

6 安 謝 第 一 115 世帯 12 世帯 10.4  6 1 2 2 1 0 0 

7 銘 苅 146 世帯 13 世帯 8.9  9 4 0 0 0 0 0 

8 壺 川 392 世帯 26 世帯 6.6  14 7 4 1 0 0 0 

9 汀 良 137 世帯 17 世帯 12.4  5 9 3 0 0 0 0 

10 小 禄 633 世帯 85 世帯 13.4  32 26 11 10 4 1 1 

11 壺 川 東 178 世帯 17 世帯 9.6  9 5 3 0 0 0 0 

12 石 嶺 第 二 27 世帯 3 世帯 11.1  1 0 2 0 0 0 0 

13 辻 43 世帯 0 世帯 0.00  0 0 0 0 0 0 0 

14 安 謝 139 世帯 11 世帯 7.9  6 1 2 1 1 0 0 

15 末 吉 72 世帯 16 世帯 22.2  7 4 3 2 0 0 0 

16 新都心銘苅 134 世帯 25 世帯 18.7  9 7 6 2 0 1 0 

17 繁 多 川 173 世帯 42 世帯 24.3  16 13 8 3 0 2 0 

18 久 場 川 469 世帯 49 世帯 10.4  20 15 8 5 0 1 0 

19 識 名 83 世帯 5 世帯 6.0  3 1 1 0 0 0 0 

20 樋 川 70 世帯 68 世帯 97.1  7 13 24 18 4 1 1 

市営住宅合計 5,347 世帯 734 世帯 13.7  299 211 130 62 19 10 3 

※令和６年３月末日現在                                           出典：市営住宅課資料  
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② 収入の状況 

入居世帯の収入状況は、家賃を決定するための収入区分で分類すると、８割以上の世帯が123,000円

/月以下となっています。 

 

■市営住宅入居世帯の収入区分 

区分 入居世帯の収入（月収） 世帯 割合 

Ⅰ 123,000 円以下  4,498 世帯 84.3％ 

Ⅱ 123,000 円を超え 153,000 円以下 60 世帯 1.1％ 

Ⅲ 153,000 円を超え 178,000 円以下 70 世帯 1.3％ 

Ⅳ 178,000 円を超え 200,000 円以下 205 世帯 3.8％ 

Ⅴ 200,000 円を超え 238,000 円以下 54 世帯 1.0％ 

Ⅵ 238,000 円を超え 268,000 円以下 143 世帯 2.7％ 

Ⅶ 268,000 円を超え 322,000 円以下 116 世帯 2.2％ 

Ⅷ 322,000 円を超える  130 世帯 2.4％ 

収入未申告 61 世帯 1.1％ 

合計 5,337 世帯 100.0％ 

※令和６年３月末日現在 ※グループホームは除く                            出典：市営住宅課資料 
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③ 収入超過者の状況 

令和元（2019）年度以降の収入超過者数の推移をみると、市営住宅（改良住宅を除く）は年平均

244世帯、市営住宅総入居世帯数に対する割合は年平均4.6％となっています。 

高額所得者数は、年平均 4 世帯、市営住宅総入居世帯数（改良住宅を除く）に対する割合は 0.1％

となっています。 

県営住宅の収入超過者数は、年平均 181 世帯となり、県営住宅総入居世帯数に対する割合は年平均

6.9％となっています。 

本市では、入居基準（一般世帯 158,000 円、身体障がい者等世帯 259,000 円）を超える収入のあ

る世帯で引き続き 3 年以上入居しているときには、収入超過者として、割増家賃を課し、 け渡しに努めるよ

うに通知しています。また、直近 2 年間連続して政令で定める基準（313,000 円）を超える高額の収入が

ある世帯で引き続き 5 年以上入居しているときには、高額所得者として、期限を定めて け渡しを請求してい

ます。 

 

■市営住宅の入居基準を超える収入のある世帯状況 

年度 
（西暦） 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

５カ年平均 
（和暦） H31/R1 R2 R3 R4 R5 

市営住宅総入居世帯数 5,236 世帯 5,264 世帯 5,252 世帯 5,274 世帯 5,350 世帯 5,275 世帯 

  収入超過者世帯数 267 世帯 260 世帯 257 世帯 223 世帯 214 世帯 244 世帯 

  
市営住宅総入居世帯数

に対する割合 
5.1％ 4.9％ 4.9％ 4.2％ 4.0％ 4.6％ 

※令和６年５月末現在                                             出典：市営住宅課資料 

 

■市営住宅（改良住宅を除く）の高額所得者の状況 

年度 
（西暦） 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

５カ年平均 
（和暦） H31/R1 R2 R3 R4 R5 

市営住宅総入居世帯数 

（改良住宅を除く） 
4,865 世帯 4,900 世帯 4,874 世帯 4,910 世帯 4,994 世帯 4,909 世帯 

  高額所得者世帯数 5 世帯 3 世帯 3 世帯 4 世帯 3 世帯 4 世帯 

  
市営住宅総入居世帯 

に対する割合 
0.1％ 0.1％ 0.1％ 0.1％ 0.1％ 0.1％ 

※令和６年５月末現在                                             出典：市営住宅課資料 

 

■県営住宅の収入超過者等の状況 

年度 
（西暦） 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

５カ年平均 
（和暦） H31/R1 R2 R3 R4 R5 

県営住宅総入居世帯数 2,628 世帯 2,628 世帯 2,568 世帯 2,622 世帯 2,622 世帯 2,614 世帯 

  収入超過者世帯数 193 世帯 185 世帯 180 世帯 171 世帯 174 世帯 181 世帯 

  
県営住宅総入居世帯数 

に対する割合 
7.3％ 7.0％ 7.0％ 6.5％ 6.6％ 6.9％ 

※令和６年 3月末現在                                             出典：市営住宅課資料 
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（５）公的住宅の応募状況など 

① 公的住宅の応募状況 

過去５年間（平成 30（2018）年度から令和４（2022）年度）の公的住宅の応募者数の状況を

みると、各年に差異はあるものの、市営住宅で年平均 2,122 世帯、県営住宅で年平均 733 世帯の応募が

あります。 

これに対し、市営住宅及び県営住宅は概ね年１回の募集を実施し、それぞれの年平均入居件数は市営

住宅で 176 戸、県営住宅で 48 戸となっています。応募状況は団地により差はありますが、近年の平均応募

倍率は、市営住宅で 12.5 倍、県営住宅で 16.1倍となっています。一方、公社賃貸住宅については随時募

集となっています。 

募集方法については、現在、市営住宅及び県営住宅ともに、公開抽選で空家待ち待機者として順位を決

め、空家が発生した際に順次案内する「空家待ち募集」となっています。また、ひとり親、障がい者、高齢者、多

子、生活保護を受けている世帯などは、入居選考において、一般世帯よりも優遇して案内をしています。 

 

■市営住宅の応募状況 

年度  
（西暦） 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

５カ年平均 
（和暦） H30 R１ R２ R３ R４ 

応募者数 1,946 世帯 2,063 世帯 2,023 世帯 2,251 人 2,327 世帯 2,122 世帯 

入居件数 123 戸 176 戸 147 戸 213 戸 224 戸 176 戸 

応募倍率 15.8 倍 11.7 倍 13.8 倍 10.6 倍 10.4 倍 12.5 倍 

※令和６年２月現在                                              出典：市営住宅課資料 

 

■市営住宅の募集戸数と応募状況（団地別） 

No. 市営住宅名 

応募者数（世帯） 入居件数（戸） 応募倍率（倍） 

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 

H30 Ｒ１ R２ R３ R４ H30 Ｒ１ R２ R３ R４ H30 Ｒ１ R２ R３ R４ 

１ 石 嶺 153 163 153 341 203 16 10 12 101 22 9.6 16.3 12.8 3.4 9.2 

２ 宇 栄 原 366 313 321 367 485 11 12 20 19 108 33.3 26.1 16.1 19.3 4.5 

3 大 名 116 131 122 110 112 9 29 35 18 10 12.9 4.5 3.5 6.1 11.2 

4 真 地                               

5 若 狭     41 48 46     10 8 2     4.1 6.0 23.0 

6 安 謝 第 一                               

7 銘 苅 26 16 30 23 25 3 4 2 2 3 8.7 4.0 15.0 11.5 8.3 

8 壺 川 77 72 72 77 98 10 11 13 9 5 7.7 6.5 5.5 8.6 19.6 

9 汀 良 8 4 8 1 5 6 4 3 1 1 1.3 1.0 2.7 1.0 5.0 

10 小 禄 199 230 231 231 210 21 6 7 10 5 9.5 38.3 33.0 23.1 42.0 

11 壺 川 東 144 167 178 189 212 11 6 3 6 11 13.1 27.8 59.3 31.5 19.3 

12 石 嶺 第 二 11 11 6 15 9 1 1 1 0 2 11.0 11.0 6.0 - 4.5 

13 辻 28 29 42 36 43 0 1 4 0 0 - 29.0 10.5 - - 

14 安 謝 151 134 137 151 175 10 4 8 6 9 15.1 33.5 17.1 25.2 19.4 

15 末 吉 49 41 49 39 37 1 1 5 4 4 49.0 41.0 9.8 9.8 9.3 

16 新都心銘苅 184 194 170 177 183 4 4 3 5 6 46.0 48.5 56.7 35.4 30.5 

17 繁 多 川 65 47 47 55 58 4 2 5 5 7 16.3 23.5 9.4 11.0 8.3 

18 久 場 川 258 249 278 250 282 15 8 12 15 24 17.2 31.1 23.2 16.7 11.8 

19 識 名 111 92 113 125 127 1 2 3 4 4 111.0 46.0 37.7 31.3 31.8 

20 樋 川   170 25 16 17   71 1 0 1   2.4 25.0 - 17.0 

計 1,946 2,063 2,023 2,251 2,327 123 176 147 213 224 15.8 11.7 13.8 10.6 10.4 

※1 令和６年２月現在                                                出典：市営住宅課資料 

※2 真地、安謝第一は募集を停止しています。 

※3 平成 23 年度より「空家待ち募集」とし、入居できる空家が発生した際に抽選順に案内しています。  
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■県営住宅の応募状況 

年度  
（西暦） 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

５カ年平均 
（和暦） H30 R１ R２ R３ R４ 

応募者数 641 世帯 749 世帯 748 世帯 695 世帯 832 世帯 733 世帯 

入居件数 48 戸 63 戸 42 戸 30 戸 59 戸 48 戸 

応募倍率 13.4 倍 11.8 倍 17.8 倍 23.2 倍 14.1 倍 16.1 倍 

※令和５年３月末現在                                           出典：沖縄県住宅課資料 

 

■県営住宅の募集戸数と応募状況（団地別） 

県営住宅名 

応募者数（世帯） 入居件数（戸） 応募倍率（％） 

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 

H30 Ｒ１ R２ R３ R４ H30 Ｒ１ R２ R３ R４ H30 Ｒ１ R２ R３ R４ 

古 波 蔵 市 街 地 住 宅 20 9 停止 停止 3 2 1 0 0 1 10.0 9.0 停止 停止 3.0 

松 川 団 地 停止 停止 停止 停止 停止 0 0 0 0 0 停止 停止 停止 停止 停止 

古波蔵第二市街地住宅 25 21 停止 停止 11 6 3 0 0 5 4.2 7.0 停止 停止 2.2 

大 橋 市 街 地 住 宅 19 27 63 43 36 2 1 1 3 1 9.5 27.0 63.0 14.3 36.0 

安 岡 市 街 地 住 宅 20 13 21 23 13 5 4 2 0 5 4.0 3.3 10.5 停止 2.6 

美 田 市 街 地 住 宅 2 12 34 27 8 1 2 3 2 3 2.0 6.0 11.3 13.5 2.7 

あ け ぼ の 市 街 地 住 宅 9 7 22 13 8 2 3 2 4 2 4.5 2.3 11.0 3.3 4.0 

三 重 城 市 街 地 住 宅 15 44 57 72 64 3 3 3 4 6 5.0 14.7 19.0 18.0 10.7 

上 間 市 街 地 住 宅 停止 12 8 10 7 0 7 6 2 5 停止 1.7 1.3 5.0 1.4 

国 場 市 街 地 住 宅 停止 14 停止 停止 6 0 3 0 0 4 停止 4.7 停止 停止 1.5 

赤 嶺 市 街 地 住 宅 167 114 180 164 146 5 5 7 6 5 33.4 22.8 25.7 27.3 29.2 

鳥 堀 市 街 地 住 宅 20 19 停止 停止 6 5 4 0 0 3 4.0 4.8 停止 停止 2.0 

上 之 屋 市 街 地 住 宅 79 29 44 47 48 1 4 4 1 1 79.0 7.3 11.0 47.0 48.0 

繁 多 川 高 層 住 宅 停止 停止 停止 停止 19 0 0 0 0 4 停止 停止 停止 停止 4.8 

上 間 第 二 市 街 地 住 宅 停止 24 28 32 17 0 15 8 4 8 停止 1.6 3.5 8.0 2.1 

古波蔵第三市街地住宅 135 208 停止 停止 206 13 6 0 0 3 10.4 34.7 停止 停止 68.7 

天 久 高 層 住 宅 130 196 291 264 234 3 2 6 4 3 43.3 98.0 48.5 66.0 78.0 

計 641 749 748 695 832 48 63 42 30 59 13.4 11.8 17.8 23.2 14.1 

※1 令和５年３月末現在                                         出典：沖縄県住宅課資料 

※2 表中の「停止」は、周辺市町村の県営住宅の建替事業に伴う仮移転のため、入居募集を停止したことを示します。 

 

■公社賃貸住宅の入居・退去状況 

公社賃貸住宅名 

入居者数(人) 退去者数(人) 

2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

H31/R1 R2 R3 R4 R5 H3/R1 R2 R3 R4 R5 

JK 石嶺ハイツ 63 61 62 63 63 2 3 7 7 1 

小禄賃貸住宅 71 72 72 70 69 1 0 0 3 3 

計 134 133 134 133 132 3 3 7 10 4 

※令和５年３月末現在                                       出典：沖縄県住宅供給公社資料 

 

② 市営住宅の入居期間 

市営住宅の入居期間については、入居期間が 20 年以上

の入居者が全世帯の27.0％と最も多く、次いで入居期間が5

年～9年以下の入居者が 25.5 となっています。 

 

  

全世帯数

5,347世帯

（100％）

4年以下

1,141世帯

（21.3％）

5年～9年以下

1,363世帯

（25.5％）
10年～14年以下

972世帯

（18.2％）

20年以上

1,446世帯

（27.0％）

15年～19年以下

425世帯

（7.9％）
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（６）市営住宅の共同施設の状況 

共同施設とは、公営住宅法及び同施行規則に定められた施設であり、集会所や児童遊園・広場、駐車場、

駐輪場など、入居者の共同の福祉のために必要な施設のことで、必要に応じて整備を行っています。 

共同施設のうち、集会所は全市営住宅に整備されています。集会所では入居者の自治会活動やサークル

活動を中心に活用されていますが、本市では、集会所を活用し、地域コミュニティ形成の場としての活用が進ん

でいます。 

駐車場は平成８（1996）年の公営住宅法改正により、新たに共同施設として位置づけられたことから、

それ以降、市による駐車場整備が進められてきました。なお、近年は入居者の高齢化等に伴い、駐車場の契

約台数が減少傾向となっており、約４分の１が空き区画となっています。 

児童遊園・広場は、現在 13 カ所で整備されています。 

 

■市営住宅別共同施設の整備状況 

No. 市営住宅名 敷地面積 
直営駐車場 自治会管理 

駐車場 
駐輪場 

児童遊園 

広場 
集会所 

＊()内は契約台数 

1 石 嶺 73,552 ㎡ 785 台 (563 台) 41 台 ○ － ○ 

2 宇 栄 原 67,997 ㎡ 710 台 (496 台) － ○ ○ ○ 

3 大 名 52,913 ㎡ 484 台 (375 台) － 〇 － ○ 

4 真 地 41,726 ㎡  － 272 台 × － ○ 

5 若 狭 15,270 ㎡  － 99 台 × ○ ○ 

6 安 謝 第 一 5,173 ㎡  － 9 台 × ○ ○ 

7 銘 苅 7,021 ㎡  － 114 台 × ○ ○ 

8 壺 川 13,949 ㎡  － － × ○ ○ 

9 汀 良 9,920 ㎡  － － ○ ○ ○ 

10 小 禄 39,920 ㎡  － 536 台 × ○ ○ 

11 壺 川 東 15,900 ㎡ 80 台 (64 台) 22 台 × ○ ○ 

12 石 嶺 第 二 3,972 ㎡ 37 台 (22 台) － × × ○ 

13 辻 1,054 ㎡  － － × × ○ 

14 安 謝 8,927 ㎡ 115 台 (100 台) － × ○ ○ 

15 末 吉 5,906 ㎡ 72 台 (53 台) － × × ○ 

16 新都心銘苅 9,181 ㎡ 135 台 (86 台) － × ○ ○ 

17 繁 多 川 14,981 ㎡ 180 台 (141 台) － ○ ○ ○ 

18 久 場 川 31,336 ㎡ 418 台 (322 台) － ○ ○ ○ 

19 識 名 3,184 ㎡ 38 台 (31 台) － ○ × ○ 

20 樋 川 2,232 ㎡   － ○ ○ ○ 

合 計 424,114 ㎡ 3,054 台 (2,253 台) 1,093 台  

※1 令和６年３月末現在                                           出典：市営住宅課資料 

※2 自治会管理駐車場は、令和６年度使用許可台数 

※3 石嶺、大名、真地市営住宅の広場は、建替事業により整備予定 
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■市営住宅集会所の利用実績 

No. 市営住宅名 
集会所 

の面積 

利用実績（利用者数） 

2021 年 2022 年 2023 年※ 

入居者 地域住民 入居者 地域住民 入居者 地域住民 

1 石 嶺 489 ㎡ 846 人 1,077 人 1,128 人 1,935 人 1,102 人 1,426 人 

2 宇 栄 原 482 ㎡ 1,398 人 81 人 2,384 人 124 人 1,879 人 28 人 

3 大 名 452 ㎡ 2,172 人 192 人 8,136 人 182 人 8,561 人 20 人 

4 真 地 150 ㎡ 799 人 72 人 1,108 人 126 人 1,128 人 215 人 

5 若 狭 148 ㎡ 298 人 0 人 566 人 0 人 508 人 0 人 

6 安 謝 第 一 63 ㎡ 117 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

7 銘 苅 100 ㎡ 70 人 209 人 71 人 398 人 36 人 331 人 

8 壺 川 215 ㎡ 119 人 362 人 520 人 476 人 510 人 568 人 

9 汀 良 347 ㎡ 480 人 481 人 313 人 1,710 人 349 人 1,414 人 

10 小 禄 149 ㎡ 1,725 人 243 人 4,774 人 278 人 3,170 人 146 人 

11 壺 川 東 114 ㎡ 593 人 1,515 人 1,167 人 1,551 人 882 人 988 人 

12 石 嶺 第 二 100 ㎡ 0 人 438 人 0 人 457 人 18 人 303 人 

13 辻 107 ㎡ 19 人 111 人 0 人 108 人 3 人 263 人 

14 安 謝 94 ㎡ 276 人 0 人 817 人 0 人 805 人 0 人 

15 末 吉 153 ㎡ 578 人 911 人 1,364 人 1,371 人 1,213 人 500 人 

16 新都心銘苅 104 ㎡ 670 人 0 人 1,178 人 20 人 1,166 人 109 人 

17 繁 多 川 102 ㎡ 347 人 176 人 247 人 225 人 441 人 742 人 

18 久 場 川 319 ㎡ 1,058 人 560 人 2,715 人 1,141 人 1,525 人 1,022 人 

19 識 名 192 ㎡ 750 人 0 人 1,068 人 0 人 973 人 193 人 

20 樋 川 397 ㎡       
※2023 年の利用者数は 11 月末までの実績                                出典：市営住宅課資料 
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２．市営住宅ストック活用の課題 

市営住宅ストック活用に係る課題を、以下の通り整理します。 

 

（１）社会の変化に柔軟に対応した市営住宅ストックの機能改善 

○ 那覇市の住宅政策の中でも重要な位置づけとなる市営住宅については、市内の公的住宅の約７割

（5,871 戸）を占め、その中核を担っています。 

○ 住宅単体のみならず居住環境を含む住生活の質の向上が求められており、市営住宅においても、良質な

ストックを将来にわたって継承していく必要があります。 

○ 少子高齢化に対応した市営住宅の供給を推進するため、併設施設の整備（高齢者施設や子育て支

援施設など）やソフト面での入居者交流を進めることによって、安心して暮らせる生活環境を整える必要

があります。 

○ 少子化・人口減少に直面し、少子化対策が急務な中で、子育て世帯・若年夫婦世帯が子どもを産み育

てやすい住環境の整備が必要です。 

○ 良好な住環境を確保するための緑豊かな空間の整備や、脱炭素社会の実現に向けて建築物の省エネル

ギー性能の一層の向上や太陽光などの自然エネルギーの有効活用が求められています。 

○ 機械設備、電気設備、消防設備等の老朽化が進んでいるため、計画的な更新方法を検討する必要が

あります。 

 

（２）安全で安心な居住環境の形成 

○ 入居者の高齢化が進行しており今後も高齢者が増加することが予想されることから、住戸および住棟のバリ

アフリー化を行う必要があります。 

○ 新耐震基準以前の住棟の耐震性を確保するとともに、新安全基準に適合しないエレベーターの安全性に

ついても確保する必要があります。 

○ 台風などの災害時に、停電や断水等により安定した電気や水の供給ができない状況がみられることから、

対応策について検討する必要があります。 

 

（３）真に住宅に困窮する世帯に対する安定した住宅供給及び入居管理の適正化の推進 

○ 市営住宅の応募倍率は直近 5 年間の平均で 12.5 倍と依然として高い状況が続いており、速やかに市

営住宅に入居させる必要がある世帯に対しては、引き続き入居選考において優先的に取り扱うことが必要

です。 

○ 本市における高齢単身者世帯、高齢夫婦世帯の割合が増加傾向にあることから、高齢者世帯の入居支

援が必要です。 

○ 収入超過者は減少傾向にあるものの、真に困窮する世帯に対し入居の機会を設けるため、 け渡しの努

力を促す必要があります。 

○ 災害発生時に被災者に対して空き住戸を一時提供するなどの支援策を実施する必要があります。 

○ 安定した住宅供給を確保するため、入居者退去後の空家修繕を効率的に進める必要があります。  
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（４）社会情勢の変化と共に多様化する世帯に合わせた柔軟なストック活用 

○ 世帯状況の変化などにより最低居住面積水準に満たない世帯数が存在し、住居とのミスマッチが生じてお

り、住替えの仕組みを引続き検討する必要があります。 

○ 高齢者世帯や障がい者世帯、子育て世帯、多子世帯、若年世帯など多様な世帯構成に対応できるよう

な住まいの確保が必要です。 

 

（５）維持管理の効率化と市営住宅の改善に係る費用の縮減 

○ 老朽化が進む市営住宅を更新する際には、財政負担軽減措置について検討が必要です。 

○ 計画的かつ効率的な既存ストックの建替え及び長寿命化や維持管理を進めていき、全体コストの縮減・

平準化に取り組む必要があります。 

 

（６）市民全体の財産としての市営住宅を拠点とした良好な地域コミュニティ形成 

○ 集会所は全市営住宅に整備されており、自治会活動のほか、福祉サービスの実施や周辺地域住民の利

活用が行われていることから、今後も地域コミュニティ形成の場としての活用が求められています。 

○ 単身高齢者や障がい者など災害発生時に支援を必要とする世帯が安心して住み続けられるよう、自治会

や福祉・防災部局などと連携した取り組みが必要です。 

○ 入居者の高齢化等に伴い、駐車場の契約台数は減少傾向となっており、約４分の１が空き区画となって

いるため、活用策について検討する必要があります。 

○ 建替事業などにより創出される活用用地については、地域住民の利便性の向上や地域の活性化に資する

活用が求められています。 
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第２章：市営住宅ストック総合活用計画の目標 

１．理念と目標 

（１）基本理念 

本計画では、基本目標の達成に向けて、住宅需要や多様なライフスタイルに対応し、多世代の市民が安全

安心に暮らせる市営住宅ストックの形成と活用を図るとともに、「まち」と「市営住宅」が融合した住環境を創出

するよう、下記のとおり基本理念を定めます。 

 

 

 

（２）基本目標 

前述の基本理念に基づき、今後の市営住宅の建替え、改善などを進めていく際に、目指していく事項を基

本目標として以下の６点を定めます。 

 

 

建替えや長寿命化を併用して、高齢者世帯や障がい者世帯、多子世帯、ひとり親世帯など、様々な世帯

の需要の変化に柔軟に対応した市営住宅ストックの機能向上を図るとともに、福祉部局や子育て部局との連

携を図りながら共同施設、福祉施設及び子育て支援施設などの整備を検討し、地域で安心して暮らせる住

環境の確保に努めます。また、緑豊かな空間の確保に努めるとともに、脱炭素社会の実現に向けて建築物の

省エネルギー性能の一層の向上や可能な限り自然エネルギーの活用に努めます。 

 

 

建替え及び耐震改修などにより耐震性の向上・確保を図るとともに、エレベーターの安全性確保や災害時の

緊急対応に備えることや、高齢者世帯や障がい者世帯に対応できるようバリアフリー化を図ることなど、入居

者・近隣住民が安全で安心して暮らせる住環境の整備に努めます。 

 

 

適正な入居者選定や勧告、指導を継続するとともに、高齢者世帯や障がい者世帯、多子世帯、ひとり親

世帯などに対しては引き続き入居選考において優先的に取り扱います。また、被災者など一時的に住宅に困

窮する世帯や DV 被害者などへの入居支援策を検討するなど、真に住宅に困窮する世帯へ支援体制の構築

を図ります。 

また、入居者退去後の空家修繕を効率的に進め、安定した住宅供給戸数の確保に努めます。 

 

 

居住世帯と住戸規模のミスマッチ解消のため、住替えが可能な仕組みを検討します。建替えの際には、多

様な世帯構成に対応ができるように型別供給を行います。また、高齢者世帯や障がい者世帯、子育て世帯、

多子世帯、若年世帯に対する住まいの確保を検討するなど、多様な世帯に対応した柔軟なストック利活用の

推進を図ります。  

笑顔広がる元気なまち NAHA で、安全安心に暮らせる市営住宅 

基本目標－１ 社会の変化に柔軟に対応した市営住宅ストックの機能向上 

基本目標－2 安全安心な住環境の整備 

基本目標－３ 真に住宅に困窮する世帯への適切な支援体制の構築と市営住宅ストックの確保 

基本目標－４ 多様な世帯に対応した柔軟なストック利活用の推進 
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財政負担の平準化・軽減に向けて、予防保全的な管理や修繕及び耐久性の向上を図る改善、長寿命

化による既存ストックの有効活用を進めるとともに、計画的な建替えを図ります。また、既存ストックの有効活用

を進めるため、修繕履歴・点検結果などに関するデータの充実・利活用を図ります。 

建替事業は、既存ストックの生涯トータルコスト最小化の観点から厳選するとともに、事業実施には活用用

地の創出による投資負担の軽減や、ライフサイクルコスト削減を図るなど、効率的・効果的な事業の実施に努

めます。 

 

 

市営住宅ストックの活用にあたっては、立地特性や周辺状況及び地域の将来像を踏まえ、共同施設の地

域利活用の促進や地域コミュニティの活性化促進に取り組みます。また、良好な景観の形成や駐車場空き区

画の効率的な土地利用、活用用地の有効活用、防犯・防災への対応など、まちづくりと連携した地域コミュニ

ティの活性化に寄与するストック活用を検討します。  

基本目標－５ 効率的・効果的な事業の実施による財政負担の軽減 

基本目標－６ まちづくりと連携し地域コミュニティの活性化に寄与するストックの活用 
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２．施策の展開 

（１）施策体系 

基本理念と基本目標に従い、施策としての展開を図ります。 

 

基本目標 施策の展開 

基本目標－１ 

社会の変化に柔軟に対応した 

市営住宅ストックの機能向上 

①住宅の質の向上 

②共同施設及び福祉施設の整備検討 

③省エネルギー性能の向上と自然資源の有効活用 

基本目標－２ 

安全安心な住環境の整備 

①耐震性の向上 

②エレベーターの安全性確保 

③防犯・防災対策 

基本目標－３ 

真に住宅に困窮する世帯への適切な支援 

体制の構築と市営住宅ストックの確保 

①入居管理の適正化の推進 

②一時的に住宅に困窮する世帯への入居配慮 

③入居制度の見直し 

④効率的な空家の修繕 

基本目標－４ 

多様な世帯に対応した柔軟な 

ストック利活用の推進 

①将来需要を見込んだ住宅供給とミスマッチの解消 

②高齢者世帯や障がい者世帯に対応した住まいの確保 

③多子世帯に対応した住まいの確保 

④若年世帯・子育て世帯に対応した住まいの確保 

基本目標－５ 

効率的・効果的な事業の実施による 

財政負担の軽減 

①市営住宅ストックデータの一元管理 

②長寿命化を図るための維持管理 

③計画的かつ効率的な建替事業の推進 

④ライフサイクルコスト縮減の検討 

⑤財政負担の軽減 

基本目標－６ 

まちづくりと連携し地域コミュニティの 

活性化に寄与するストックの活用 

①共同施設の地域利活用の促進 

②まちづくりに資する市営住宅整備などの検討 

③防犯・防災への対応 
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（２）施策内容 

 

 

① 住宅の質の向上 

○ 建替えの際には、入居者の世帯構成や入居特性を踏まえ、適正な規模の住宅を供給します。 

○ 住宅の居住性の向上に資するように、住宅設備の充実を図ります。また、老朽化した市営住宅の設備に

ついても更新を検討し進めます。 

② 共同施設及び福祉施設の整備検討 

○ 100 戸以上の市営住宅の建替えの際には、福祉部局や子育て部局などの関係課と連携し、高齢者福

祉施設や子育て支援施設などの福祉施設の併設について検討します。 

③ 省エネルギー性能の向上と自然資源の有効活用 

○ 建替えの際には、屋上緑化や壁面緑化、既存樹木の活用などを含め、緑豊かな空間の確保に努めるとと

もに、ZEH 水準の市営住宅を整備し、やむを得ない場合等を除き、太陽光発電設備の設置を行い、再

生可能エネルギーの活用を進めます。また、既存ストックにおいても可能な限り再生可能エネルギーの活用

を進めます。 

○ 水資源の有効活用を図るため、雨水利用を進めます。 

○ 既存ストックは、環境負荷低減や省エネルギー性能の向上を図るため、照 の LED化を進めます。 

 

 

① 耐震性の向上 

○ 躯体の安全性を確保するため、建築基準法、耐震改修促進法に基づき、建替え及び耐震改修などによ

り耐震性の向上・確保を図ります。 

② エレベーターの安全性確保 

○ 定期的な検査及び日常の保守管理を行い、エレベーターの安全確保に努めます。 

○ 既存エレベーターについて、戸開走行保護装置や地震時の管制運転装置など、安全対策の強化を図りま

す。 

③ 防犯・防災対策 

○ 建替えの際には、停電時に応急的に給水ができる計画とするとともに、既存ストックについても改修等が可

能か検討します。 

○ 建替えの際には、敷地内の配置計画、動線計画、住棟計画、駐車場計画及び各部位の設計などについ

て、防犯・防災に配慮した計画とします。 

  

基本目標－１ 社会の変化に柔軟に対応した市営住宅ストックの機能向上 

基本目標－２ 安全安心な住環境の整備 
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① 入居管理の適正化の推進 

○ 真に住宅に困窮している世帯に対してより多くの入居機会が得られるように、収入超過者に対しては、 

け渡しの努力を促し、高額所得者に対しては、 け渡し請求を行うとともに、必要に応じて他の住宅に入

居することができるよう、適正な住情報の提供を行います。 

○ 高齢者世帯、障がい者世帯、多子世帯、ひとり親世帯などに対しては、引き続き入居選考において優先

的に取り扱い、入居を支援します。 

○ 期限付き入居制度の拡充については、引き続き検討します。 

○ 家賃滞納による け渡し対象の世帯に対しては、関係機関と連携しながら退去後の住まいの確保や生

活の支援などにつながる取り組みを行います。 

② 一時的に住宅に困窮する世帯への入居配慮 

○ 災害発生時に住宅に困窮することとなった世帯に対しては、空き住戸を一時提供するなどの居住の場の

確保に取り組みます。 

○ DV 被害者などの一時的な仮住居として、空き住戸を一時提供するなど関連機関と連携して取り組みま

す。 

③ 入居制度の見直し 

○ 住宅困窮者の度合いが高い世帯が優先的に入居できるような仕組みを検討します。 

④ 効率的な空家の修繕 

○ 入居者の退去数に応じた空家修繕を進め、安定した住宅供給戸数を確保します。 

 

 

① 将来需要を見込んだ住宅供給とミスマッチの解消 

○ 建替えの際には、高齢者世帯や障がい者世帯、若年世帯、多子世帯など、多様な世帯構成に対応でき

るように型別供給を行います。 

○ 世帯状況の変化により、居住世帯と住戸規模のミスマッチが生じた場合に、市営住宅内での住替えの仕

組みの検討を引き続き実施します。 

② 高齢者世帯や障がい者世帯に対応した住まいの確保 

○ 建替えの際は、住戸内のバリアフリー化に加えて、共用部や集会所のバリアフリー化を図ります。 

○ 既存ストックのバリアフリー化を促進します。 

○ 高齢者や障がい者など、日常生活を送るうえで身体機能上の制限を受ける入居者に対しては、市営住

宅内での下層階や高齢者世帯向け住宅への住替えなど、住替えが可能な仕組みを検討します。 

③ 多子世帯に対応した住まいの確保 

○ 市営住宅の応募状況や、空家数などを勘案した上で、多子世帯向け住戸の拡充を図ります。 

④ 若年世帯・子育て世帯に対応した住まいの確保 

○ 市営住宅の応募状況や、空家数などを勘案した上で、若年世帯・子育て世帯のための定期入居（期限

付き入居）制度を検討します。  

基本目標－３ 真に住宅に困窮する世帯への適切な支援体制の構築と市営住宅ストックの確保 

基本目標－４ 多様な世帯に対応した柔軟なストック利活用の推進 
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① 市営住宅ストックデータの一元管理 

○ 点検結果や修繕結果などの維持管理の内容をデータベースなどに蓄積し、それらを踏まえた適正な計画

修繕を実施します。 

② 長寿命化を図るための維持管理 

○ 予防保全的な管理や修繕及び耐久性の向上を図る改善などを実施し、既存ストックの長寿命化を図り

ます。 

③ 計画的かつ効率的な建替事業の推進 

○ 建替えの際には、敷地条件などを考慮し、計画的かつ効率的な事業の推進を図ります。 

④ ライフサイクルコスト縮減の検討 

○ 市営住宅の整備においては、整備基準を踏まえた計画とし、常に計画・設計段階でのコストコントロールを

行いながら、整備や維持管理に要する費用の縮減に配慮します。 

○ 建替事業の実施にあたっては、ライフサイクルコストの縮減に配慮しつつ、効果的・効率的なストック活用手

法を選定します。 

○ 既存民間住宅を活用した借上市営住宅については、借上期間によっては財政負担が大きいことから、導

入する場合には、一時的又は緊急的な需要に対応した活用を検討します。 

⑤ 財政負担の軽減 

○ ファシリティマネジメントの観点から、計画的かつ効率的な既存ストックの活用手法を選定し、トータルコスト

の縮減・平準化に取り組みます。 

○ 建替えの際に、土地の有効活用によって生じた活用用地については売却などを検討し、売却収入による歳

入の確保を図ります。 

○ 既存市営住宅の敷地内において、管理上必要のない土地については、売却や目的外使用および貸付な

どの活用を検討します。 

○ 維持管理業務については、現在導入している指定管理者制度を継続し、必要に応じて改善を図ります。 

  

基本目標－５ 効率的・効果的な事業の実施による財政負担の軽減 
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① 共同施設の地域利活用の促進 

○ 市営住宅の集会所や広場などを地域住民に開放し、入居者と地域の交流を図ることで、地域コミュニティ

の活性化につなげます。 

○ 関係課と連携しながら、駐車場の空き区画の有効活用策を検討します。 

② まちづくりに資する市営住宅整備などの検討 

○ 市営住宅の整備を通して、良好な景観形成、住環境の創出を図ります。 

○ 建替えの際に土地の有効活用によって生じた活用用地については、地域住民の利便性の向上や地域の

活性化に寄与する有効的な活用を図ります。 

③ 防犯・防災への対応 

○ 市営住宅自治会と連携し、SNS等を活用した防犯・防災対策の強化を図ります。 

○ 災害発生時に、救援救護活動や避難活動、避難生活の支援などが円滑に行えるよう、自治会や福祉・

防災部局などに対する情報提供や連携強化を図ります。 

  

基本目標－６ まちづくりと連携し地域コミュニティの活性化に寄与するストックの活用 
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３．整備水準の目標 

建替え、改善などについては、「那覇市営住宅等整備基準条例」、「沖縄県福祉のまちづくり条例」、などに

即しながら整備することを基本とし、下記のとおり、整備水準の目標を定めることとします。 

 

■整備水準の目標 

整備箇所 整備水準の目標 

１．住棟 

・ 新耐震基準をクリアしたもの。 

・ 二方向避難及び防火区画を確保したもの。 

・ 耐久性の高い構造体。 

・ 共用部分の階段、廊下は、手すりの設置など高齢者などに配慮したもの。 

・ 可能な限り死角を発生させないなど、防犯面に配慮したもの。 

・ 屋上緑化など環境負荷の低減に配慮したもの。 

・ 建築物エネルギー消費性能誘導基準（ZEH 水準）を満たし、省エネルギー性能に

配慮したもの。 

２．住戸  

 ①規模 ・ 入居者の世帯構成や入居特性を踏まえた適正な規模。 

②設備 ・ 給湯は、台所、洗面所、浴室の３箇所全てで使用可能なもの。 

・ 専用の浴室を確保すること。 

③高齢者などへの

対応 

・ 住戸内は、手すりの設置、段差解消など高齢者などに配慮したもの、もしくは改善が

容易なもの。 

３．共同施設 ・ 共同施設は、手すりの設置、段差解消など高齢者などに配慮したもの。 

 ①集会所 ・ 市営住宅には、原則として集会所を設置すること。 

・ 集会所は、入居者及び地域住民の利活用に配慮したもの。 

②児童遊園 

・広場 

・ 必要に応じて、児童遊園・広場を設置すること。 

・ 児童遊園・広場は入居者及び地域住民の利用に配慮したもの。 

③駐車場 ・ １世帯当たり１台の駐車場整備を目指すが、団地入居者の特性、立地条件及び

公共交通機関の利用促進などを考慮し、維持又は減を検討すること。 

・ 介護などのサービス車両用の駐車場についても検討すること。 

④駐輪場など ・ 敷地内にオートバイ・自転車置場を設置すること。 

４．併設施設 ・ 福祉部局や子育て部局などの関係課と連携を図りながら、高齢者福祉施設及び子

育て支援施設などの福祉施設の併設について検討すること。 

５．屋外環境 ・ 緑地などオープンスペースの確保に努めること。 

・ やむを得ない場合等を除き太陽光発電設備の設置を行い、再生可能エネルギーの活

用に努めること。 

・ 雨水の有効利用に努めること。 

 

 


